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有識者にタイムリーなテーマについて聞く 

地銀、第二地銀で子会社等の設立が増えてい

る。規制緩和の後押しもあり、多様な取り組み

が目に付くが、銀行ビジネスとの文化的な差異

もあり、期待に見合う成果は得られていない。

本稿では、３回にわたり、地域銀の子会社戦略

の現状と成功への課題を探る。 

■急増の背景にあるビジネスモデルの転換 

図表１は、現存する地域銀行の関係会社等の

設立年を50年前にさかのぼり時系列で整理した

グラフである。50年の間に廃止された会社もあ

るため、このグラフが新規開設数の推移と一致

するわけではないが、大筋をつかむことはでき

よう。グラフをみると、2014年以降の設立が急

増していることが分かる。過去にさかのぼると

1970～80年代にもピークがいくつかあったが、

1990年代半ば以降は落ち着いており、20年ぶり

の新設ブームとなっている。 

2014年に何があったのか。この年、金融庁は

「金融モニタリングレポート」で貸出の量的拡

大のビジネスモデルの限界を指摘している。以

降、事業性評価を重視した融資や本業支援が地

域金融機関に対する行政方針となった。まさに

事業性評価「元年」と言える。 

2016年５月、「情報通信技術の進展等の環境変

化に対応するための銀行法等の一部を改正する

法律」が成立。銀行子会社の新たな類型として

「銀行業高度化等会社」 が登場した。当初フィ

ンテック企業が念頭に置かれたものだったが、

その後適用範囲が拡大され地域商社等も含まれ

るようになった。2021年には「地域の活性化、

産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の

構築に資する業務」と包括的な解釈となり、同

じ文言が銀行本体の付随業務の項に加えられた。

他業リスクの回避、利益相反の禁止、優越的地

位の濫用防止の原則はそのままに、取引先の本

業支援に銀行本体で、あるいは関係会社を通じ

幅広く取り組めるようになった。 

実際、10年間に新設された関係会社の業種を

みると本業支援に関連するものが多い。図表２

は関係会社等を業種別に整理した表である。

2013年以前の関係会社等で最も多い業種はクレ

ジットカード業で、リース業、信用保証・債権

回収、事務受託・業務受託がこれに次ぐ。2014

年以降に設立された関係会社等の業種で最も多

いのは投資専門会社である。これに次ぐのが地

域商社、コンサルティング会社であ

る。なお本表では複数の業種を標ぼ

うする場合、それぞれの業種にカウ

ントしている。コンサルティングは

地域商社、システム、人材サービス

などと兼業されるケースも多い。 

後継者難や人手不足に悩む企業が

多い中、人材サービスに進出する地

域銀行が増えている。内閣府の「先

導的人材マッチング事業」の令和５

年度採択結果によれば、地域銀行99

行中73行が採択された。このうち銀

行単独の申請で採択されたものが51

行で、必ずしも関係会社を伴わない

図表１ 地域銀行の関係会社等の設立年 

注：2024年は６月までの計数。関連会社等には有価証券報告書上「関連会社」に掲載されな

いものの銀行との密接な連携が報道等で明らかな地域商社等を含む。他方、親銀行と親密

な関係を持っていても業務範囲規制の対象である不動産仲介業は含めない。 

出所：各行ディスクロージャー誌、プレスリリース等から大和総研作成（図表２も同じ） 
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注：2024年６月まで設立された、現存するすべての関係会社等を集計したも

の。最古は1926年だった 

のがこの業種だ。職業紹介や労働者派遣などの

人材サービス会社で2014年以降に設立されたの

は12社である。 

その他、時代を象徴する設立としては、デジ

タル化支援を目的に立ち上げたシステム会社や、

再生エネルギー会社が目に留まる。 

■多角化戦略としての関係会社の展開 

今般の新設ブームは、貸出の量的拡大のビジ

ネスモデルからの転換を念頭に、取引先の本業

支援の強化を図る多角化戦略を反映している。

長引く低金利を背景とした、利息収入に代わる

収益拡大策でもある。地域銀行が自らの経営資

源を生かし、本業支援の強化につなげる脈絡を、

「アンゾフの成長マトリクス」に倣って整理し

てみよう。関係会社等の新設パターンを、既存

製品を新規市場に売り込む新市場戦略と、既存

の市場に新規製品を投入する新製品戦略の二つ

の切り口に分解する。 

第１は内販から外販へ舵を切る新市場戦略で

ある。自らの間接業務をアウトソースするため

に地域銀行がかつて立ち上げた関係会社等を母

体に本業支援の新会社を立ち上げるケースがこ

れにあたる。例えば、窓口業務のパート人材を

あっせんする人材サービス会社、銀行のシステ

ムの保守や運営を受託するシステム会社、債権

書類の保管や担保評価を請け負う事務受託会社

などである。外販機能はあっても、収入依存度

規制で外販割合が制限されていたケースである。

銀行業高度化等会社への分類替えによって、親

銀行向け売上高に関係なく外販を伸ばせるよう

になった。 

第２は既存顧客の金融・非金融ニーズに応え

る新製品戦略である。歴史をたどればリース、

クレジットカード、ベンチャーキャピタルがか

つての「新製品」だった。この10年来の「新製

品」として地域商社がある。根がないわけでは

なく、銀行本体で手掛けていたビジネスマッチ

ングを切り出した新業態といえる。外販拡大を

目指す人材サービス会社、システム会社、事務

受託会社も、銀行本体が顧客に提供する観点か

らみれば「新製品」に違いない。 

関係会社等にしても、これまで親銀行に対し

提供してきたサービスと同じものを外部の取引

先に提供するわけにはいかない。外販向けにカ

スタマイズする必要を考えれば、関係会社等に

とっても新製品戦略の側面がある。人材サービ

スを例にとれば、前述の先導的人材マッチング

事業がそうであるように、対象は経営幹部やデ

ジタル人材等のハイレベル人材である。以前か

らあった人材サービス子会社は親銀行のスタッ

フ職を募集するのが目的なので商材が異なる。 

この10年間の新設の動きをみると、程度の差

はあれ地域銀行が元々保有していた機能を切り

出して会社化したケース、あるいは元々あった

関係会社等を外販向けに再編したケースが多い

ことが分かる。取引先の本業支援という新たな

使命を帯びたことに伴い、製品・サービスや提

供方法の抜本的な変化が求められたことが背景

にある。行内組織の延長ともいえるポジション

から脱却し、外に顧客を開拓するためには独自

の意思決定機関を持つ必要がある。そのための

会社化、あるいは外販会社への再編と理解する

ことができる。 

図表２ 関係会社等の業種 


